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○環境省訓令第１６号

環境省における対日直接投資総合案内に関する細則を次のように定める。

平成１５年５月２６日

環境大臣 鈴木 俊一

環境省における対日直接投資総合案内に関する細則

（目的）

第１条 本細則は 「対日直接投資総合案内窓口の設置・運営に関する基本的考え方 （平、 」

成 年５月 日対日投資会議議長決定。以下「考え方」という ）に基づき、対日直15 23 。

接投資（以下「投資」という ）に関する行政手続を明確、簡素、迅速にするとともに。

投資に関する情報を円滑に提供することによって、投資の促進を図り、もって我が国経

済の発展に資するため、環境省における対日直接投資総合案内に関する細則を定めるも

のとする。

（窓口の体制）

第２条 考え方に基づく対日直接投資総合案内窓口（以下「窓口」という ）は、総合環。

境政策局環境経済課とする。

２ 窓口には、次の各号に掲げる設備を設けるほか、常時一人以上の担当者を置くものと

する。

( ) 専用の番号を持つ電話1

( ) 室外への窓口の表示2

（窓口の名称、表示）

第３条 窓口の名称は、考え方に規定する名称を使用する。窓口の表示は、考え方に規定

する意匠を名称とともに使用する。

（窓口の業務）

、 、 。第４条 窓口は 第１条の目的を達成するため 次の各号に掲げる業務を行うものとする

なお、窓口は照会事案の処理状況について、別記様式第１により、その処理を記録する

文書（電磁的記録を含む ）を作成し、保管するものとする。。

( ) 投資に関する相談1

( ) 投資に関する情報の提供2

( ) 投資に関する許認可等の申請について、第７条に規定する照会者等の求めに応じ、3

当該許認可等を所掌する課室等（以下「担当課」という ）での申請手続への立会い。

又は担当課への事案の送付、受付後の当該申請の進ちょくの管理及び調整

( ) 投資に関する「環境省における法令適用事前確認手続に関する細則 （平成 年環4 14」

境省訓令第２号。以下「法令適用事前確認手続」という ）による照会に対する回答。

に関し、第７条に規定する照会者等が苦情を申し入れた場合における苦情の聴取及び

担当課との調整

（適切な窓口の教示）

第５条 窓口の所掌と異なる事案について照会があった場合は、窓口は当該案件を所掌す

る関係各府省の窓口又は内閣府に設置された窓口を教示するものとする。また、投資に

係る一般的な情報又は弁護士、行政書士など専門家による助言等が適当とされる事案に

ついて照会があった場合は、日本貿易振興会に設置された窓口を教示するものとする。
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（対象とする事案の範囲）

第６条 窓口は投資を検討する者又は法人（以下「民間事業者等」という ）の事業活動。

にかかわるもののうち、次の各号のいずれかに該当するものを取り扱う。

( ) 市場に関する情報及び投資に関する施策等、投資に関する情報の提供依頼1

( ) 投資に関する許認可等の申請手法の教示依頼2

( ) 投資に関する法令適用事前確認手続による照会に対する回答についての苦情3

( ) その他投資に関する照会の依頼4

（照会者等）

第７条 本細則に基づく照会を行うことができる者は、将来自らが行おうとする行為に係

、 、 、る個別具体的な事実を示した 民間事業者等 外国政府機関並びに在日海外商工会議所

国内商工会議所及び日本貿易振興会等の経済・貿易関係団体又はその代理人（以下「照

会者等」という ）とする。。

（秘密保持）

第８条 関係府省は照会者等の情報の取扱いについては慎重に行うこととする。また、照

11会者等の照会内容及び回答内容は行政機関の保有する情報の公開に関する法律 平成（

年法律第 号）に従って取り扱われることを照会者等に告げることとする。42

（照会方法）

第９条 本細則に基づく照会は、次の各号に掲げる方法による。

( ) 照会は、別記様式２により作成した書面（電磁的記録を含む。以下「照会書」とい1

う ）を窓口に提出し、又は別記様式２に該当する内容を陳述することにより、行う。

ものとする。

( ) 窓口は、照会書に形式上の不備があると認めるとき又は照会に回答するために必要2

と判断するときは、照会者等に対し補正を求めることができる。

（取下げ）

第１０条 担当課は、次条の規定に基づき回答を行うまでの間に照会者等から照会の取下

げの申出があった場合は、当該申出に係る照会に対する回答は行わないものとする。

（回答期間）

第１１条 照会に対する回答期間は、原則として、照会書を窓口において受け付けた日か

ら 日以内（土日祝祭日を除く ）とする。ただし、次の各号に掲げる場合は、合理的10 。

な範囲で回答期間を延長することができる。

( ) 慎重な判断を要する場合1

( ) 担当課の事務処理能力を超える多数の照会がある等正当な理由がある場合2

( ) 許認可等の申請であって、別途行政手続法（平成５年法律第 号）その他の法令3 88

に基づく標準処理期間等（以下 「標準処理期間等」という ）の定めがある場合、 。

２ 前項ただし書の規定により、回答期間を延長する場合は、その理由及び回答時期の見

通しについて、標準処理期間等による場合は、当該標準処理期間等について、回答期間

内に書面により照会者等に通知するものとする。ただし、照会者等が口頭で回答するこ

とに同意する場合についてはこの限りではない。

３ 回答に１ヶ月以上を要する場合には、少なくとも１ヶ月ごとに回答作業の進ちょく状

況を照会者等に対して説明するものとする。
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（回答方法）

第１２条 照会に対する回答は、書面により照会者等に通知するものとする。ただし、照

会者等が口頭で回答することに同意する場合についてはこの限りではない。

２ 照会に係る事案が複数の省庁において共管のものである場合は、予め照会者にその旨

を通知するとともに、環境省の所管の範囲内で回答するものとする。

（回答を行わない場合）

第１３条 照会が次の各号に掲げる要件のいずれかに該当する場合は、回答を行わないこ

とができる。この場合において、照会者等に対する通知は、別記様式３により作成した

書面をもって、遅滞なく行うものとする。ただし、照会者等が口頭で通知することに同

意する場合についてはこの限りではない。

( ) 照会内容に該当する事実、情報が存在しない場合1

( ) 照会の基礎となる事実関係に関する情報が、回答の判断を行う上で著しく不明確で2

ある又は不足している場合

( ) 類似の事案が争訟（訴訟、行政不服審査法（昭和 年法律第 号）その他の法3 37 160

令に基づく不服申立て）の対象となっている場合

( ) その他回答を拒否する合理的な理由がある場合4

附 則

この訓令は、平成１５年５月２６日から施行する。



相談日 平成  年  月  日 

 

相 談 内 容 カ ー ド 

 

案件 No.      省庁名           担当者名       

□来訪（  人） □電話   □レター・FAX   □E-Mail 

 

事業者等名称                       □代理人 

事業者等所在地  

提供する主な製品、

サービス、業種 

 

相談者名  

T E L   F A X   

E - M a i l   

問合せ内容 

 

問合せの理由 
 

処理状況 

□        課へ照会（  月  日） 

□        省窓口へ転送（  月  日） 

□ JE T R O へ転送（  月  日） 

□ 地方自治体（      ）を紹介（  月  日） 

□ その他（        ） 

処理結果 

 

 

 

□        課より  月  日      を回答 

別記様式１ 



 

平成  年  月  日 

 

照  会  書 

 

注）この情報は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基

づき取り扱われます。法人等又は個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるもの等については開示されません。 

事業者等名称 □代理人 

事業者等所在地 
 

提供する主な製品、

サービス、業種 

 

相談者名  

T E L   F A X   

E - M a i l   

問合せ内容 

 

問合せの理由 

 

別記様式２ 



             

 

            御中／様 

 

平成  年  月  日 

       環境省総合環境政策局環境経済課 

 

 

御社／貴殿から照会のあった件については、以下の理由のため、回答を行うことが

できませんので、お知らせします。 

 

 

  □ 照会内容に該当する事実、情報がない 

 

  □ 照会内容が著しく不明確である又は不足している 

 

  □ 照会内容に類似の事案が現在争訴中である 

 

  □ その他 

    （                             ） 

 

 

 

 

 （参考） 

  照会日    年   月   日 

  照会内容   

別記様式３ 


